
内部統制への取り組み

リスクマネジメント

会社法に基づく内部統制システム
会社法および会社法施行規則に基づき「内部統制システムの整備に関

する基本方針」を取締役会において定め、それに沿って社内体制や社内規
程を適宜改善して、その基本方針の目的である「法令遵守（コンプライアン
ス）」、「業務の効率化」、「財務報告の信頼性」の強化・確保を図っています。

財務報告に係る内部統制
金融商品取引法が求める「財務報告に係る内部統制」に対しては、「財務
報告に係る内部統制の管理・運用規則」を制定し、それに基づいた内部統制
を構築・整備して、当社およびグループ各社の財務報告の信頼性の確保を
図っています。2008年の開始から現時点（2020年3月）の間、社長直轄の内
部監査室による整備および運用の評価で内部統制の有効性は毎期確認さ
れており、会計監査人からも同様の評価を得ています。

リスク対策

　当社に経済的もしくは信用上の損失また
は不利益を生じさせるリスクの防止、および
リスクが顕在化したときの会社の損失の最
小化を図るため、「リスク管理規程」を整備し
ています。またリスクの中でも緊要なものを
別途リストアップし、そのリスクへの対応を詳
細に規定することで、当社に生じる損失を可
能な限り最小なものとするよう体制づくりに
努めています。

地震が発生した場合に、社員の生命の安全確保、会社財産の保全および
会社業務の早期再開を図るため、「地震対策マニュアル」を整備し、防災
対策の基本事項および地震発生時の対応要領を詳細に規定して、社内
に周知しています。また、各事業所をはじめ技術研究所や当社が保有する
家族寮などの関連する施設においても年１回の防災訓練を実施し、役職
員やその家族への防災および災害発生時の冷静な行動に対する意識の
醸成に努めています。さらに、2019年7月に「安否確認システム」を導入
し、一定規模以上の地震などの自然災害が発生したときに、すべての役
職員の安否状況を簡易かつ迅速に把握できる体制を構築しました。

地震対策
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本社・本店ビル受付にアクリル板を設置

新型コロナウイルス感染症への対応
当社は、新型コロナウイルスの感染拡大に際し、従業員やその家族、関係先の
方々の健康と安全を守るため、また政府や自治体からの要請に応えて、時差出
勤の奨励や在宅勤務をする場合のリモート環境の整備、社内外の会議や打合せ
におけるビデオ会議システムの活用など、全社的に感染防止対策を実施してい
ます。また、すべての従業員に対して、正しい手洗いの方法と咳エチケットの周知
徹底や３密回避の励行、備蓄していたマスクの支給なども行いました。
今後も新型コロナウイルスの感染拡大防止に取り組んでいきます。
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コンプライアンスの徹底・強化

コンプライアンス
朝日工業社は、役職員が法令等を遵守するのみならず、企業理念と企業行動憲章に基づいて企業活動を行うことを
経営の基本方針としています。また、この基本方針に沿ったさまざまな制度や取り組みを通じて、コンプライアンス経
営の推進を図っています。

コンプライアンス委員会
「倫理・コンプライアンス規程」に基づき、社内における
コンプライアンスに関する事項を統括し、コンプライアン
ス経営の実践を監督、支援する「コンプライアンス委員
会」を設置し、その会議を毎月開催しています。
「コンプライアンス委員会」は社長を委員長とし、社内
取締役をメンバー、常勤監査役をオブザーバーとしてい
ます。さらに本社各本部および各事業店に「コンプライア
ンス推進責任者」、「コンプライアンス推進担当者」を置
いて、コンプライアンスの実効性の確保と向上を図って
います。

職場におけるハラスメントは、労働者個人の尊厳を不
当に傷つける許されない行為であるとともに、能力の有
効な発揮を妨げ、また会社にとっても職場秩序や業務の
遂行を阻害し、社会的評価にも悪影響を与える問題と捉
えています。
本社人事部長、法務コンプライアンス部長、各事業店

のコンプライアンス推進責任者およびコンプライアンス
推進担当者を相談窓口として、全ての従業員を対象とし
たセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント、妊娠・
出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメントの防
止に努めています。

法務コンプライアンス相談窓口の設置
「内部通報および調査に関する規程」による通報窓口
とは別に、業務の中で法令や社内規程、企業倫理に違反
するのではないかと感じるときや違反するかどうか自分
では判断できないときに、従業員が気軽に相談できる
「法務コンプライアンス相談窓口」を設置しています。

ハラスメントの防止

コンプライアンスの徹底を図るため、全ての役職員に
「コンプライアンスカード」を配付し、常に携帯するよう義
務づけています。「コンプライアンスカード」には、企業理
念・行動指針・企業行動憲章のほかに、当社の「内部通報
および調査に関する規程」による通報窓口などが記載さ
れています。

コンプライアンスカード
コンプライアンス経営の体制図
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創立95周年おめでとうございます。この間、
一貫して空調技術を中心に技術力を高め、社
会に貢献されてきたことに敬意を表します。
2025年の100周年に向けて、今年、新たな
中期経営計画「SPEED UP-PLAN 17」がス
タートしました。その重点項目の第１にSDGs
経営の推進を掲げられていることに注目した
いと思います。トップメッセージの中でも脱炭
素社会の実現に向けて貢献していく決意が
述べられており、すばらしいことだと思います。
その決意をより具体的なものにするために

も、事業を通した脱炭素化への貢献をより分
かりやすく伝える工夫をされるとよいのでは
ないでしょうか。例えば今回の報告書では、特
集としてCGS排熱温水を有効利用するなどし
て省エネ効果の高いデシカント空調機の導入
や、ビル・エネルギー管理システム（BEMS）に
よるエネルギー効率向上などの事例が紹介さ
れています。また、自然エネルギーを活用した
環境配慮型の市庁舎の建設の事例もありま
す。これらの説明自体は分かりやすいですし、
優れた取り組みとして高く評価したいと思い
ます。
そこで、このような建物の省エネルギーに
大きく貢献する工事を、その脱炭素化への貢
献度合いに応じて分類して、名前を付けてみ
てはどうかと思うのです。例えば最高品質の

工事を「パリ協定整合設備工事」、それに次ぐ
ものを「グリーン設備工事」といった具合にで
す。ちょうど一般の事業者が自社製品に「グ
リーン製品」「環境配慮型製品」といったラベ
ルを貼るのと同じです。
請負工事という性質上、施主の意向が反映

されるので、すべての工事を最高品質にする
ことは難しいのかもしれません。それでも全設
備工事売上高の何割を最高品質の設備にす
るといった数値目標を示されれば、御社の脱
炭素社会への貢献度をより分かりやすく伝え
ることができると思います。
今年は新型コロナウイルス感染症が社会と
経済を直撃しました。本報告書に掲載された
空調設備による感染症対策の技術提案を高
く評価します。なるほど、御社の「空気の質を
制御する技術」が生かされる新たな機会と言
えるでしょう。他方、今回の新型コロナウイル
ス感染症は、ESGの「S」の課題への注目を高
めました。感染症対策を取りたくても取れない
人々の存在は、社会における経済的不平等の
存在を浮き彫りにしたからです。御社は「働き
やすい職場づくり」を通じて従業員の安全に
も十分配慮されてきたことと思いますが、今
後はより広い視点から「S」の課題にも取り組
まれることを期待します。

朝日工業社コーポレートレポートを読んで

高崎経済大学
経済学部　教授

水口 剛氏

第三者意見を受けて

　水口先生には、昨年、一昨年に引き続き貴重なご意見を賜り、誠にありがとうございました。
　当社は2020年4月で創立95周年を迎えましたが、創業以来、空気・水・熱のエンジニアリング企業
として培ってきた省エネルギー技術や新型コロナウイルスなどの感染症対策に関する技術を評価いた
だきましたことは、当社が事業活動を展開していく上で、非常に勇気づけられるものであります。
　第１７次中期経営計画で掲げた「SDGs経営の推進」についてはこれから具体的に取り組んでまいり
ますが、水口先生にご提案いただいた脱炭素社会への貢献やより広い視点でのESGの「S」への取り組
みも参考とさせていただき、持続可能な社会の実現に貢献してまいりたいと考えております。
　今後とも、忌憚のないご意見を賜りますようお願い申し上げます。

1984年、筑波大学卒。ニチメン
入社。89年10月、英和監査法人
入所。90年9月、TAC入社。97年
4月、高崎経済大学経済学部講師、
2000年4月、同准教授。08年4月、
同教授。
著書に『責任ある投資-資金の流
れで未来を変える』（岩波書店、
2013年）、『ESG投資-資本主義の
新しいかたち』（日本経済新聞出
版社、2017年）、『サステナブル
ファイナンスの時代－ESG/SDGs
と債券市場』（編著、きんざい、
2019年）など多数。

執行役員 社長室担当 
兼 経営企画室長

岡本 如司

第三者意見

コンプライアンス教育の実施

各種社内研修での講習
新入社員研修をはじめとした階層別・職種別のさまざ

まな社員教育のカリキュラムに、コンプライアンス教育を
組み込み、コンプライアンスに関する役職員の知識と意
識の向上を図っています。

個人情報保護法に関するe-ラーニング
当社グループの全役職員（契約社員等も含む）を対象

に、コンプライアンスに関するe-ラーニングを定期的に実
施しています。2019年1月には「情報漏洩」をテーマとし
た講座を準備し、テスト形式の受講を通して、情報漏洩が
及ぼすリスクについての理解を深めました。

弁護士を講師としてお招きし、「ハラスメントへの対応
策」をテーマとした講習会を2020年1月28日に名古屋
市で開催しました。当社の役員、幹部社員が裁判例を基
にした各種ハラスメントへの具体的な対応事例について
熱心に耳を傾けていました。

コンプライアンス講習会

主な規程と制度
■内部通報制度
従業員からの社内における法令違反行為または不正行為に

関する相談や通報の適正な処理の仕組みを定めた「内部通報
および調査に関する規程」を制定し、法令違反行為等の早期発
見と是正を図っています。また、内部通報者は「通報者等の保
護」、「個人情報の保護」の規定により、適切に保護されます。

　■インサイダー取引の防止
金融商品取引法に定めるインサイダー取引の未然防止のた

め、当社のみならず他社の株式の売買の制限ならびに重要情
報の管理および公表に関する基本的事項を定めた「株式売買
管理規程」を制定し、適正な運用を行っています。

■反社会的勢力との接触禁止
反社会的勢力と一切の関わりを持たないことを「企業行動憲

章」にも謳い、万一、反社会的勢力と接触した場合に「反社会的
勢力との接触報告書」を提出するよう義務づけるなど、さまざま
な取り組みによって、その徹底を図っています。また、建設工事
下請基本契約書や注文書・注文請書に暴力団排除条項を入
れ、契約の締結後に反社会的勢力との関わりが判明した場合に
は契約を解除できる旨を明記して、反社会的勢力との関係遮断
を確実なものとしています。

コンプライアンス講習会に参加して
毎年定期的に行われているコンプライアンス講習会に参加しました。今回はさまざまな

ハラスメントについて実際の裁判例をもとに講師である弁護士の方に詳しく説明していた
だきました。たとえ当人に悪意がなくてもハラスメントの加害者になりうる可能性があり、
そうならないためにも相手を尊重し、コミュニケーションを取ることの大切さを学ぶことが
できました。また、多様な働き方が求められる昨今、育児・介護休業などの制度を整備する
だけではなく、それが理解される職場環境を整えることが重要だと感じました。

本店　総務部経理課長
中井 佳代

Voice

1,040人受講者数

209人受講者数
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